
「使用料・手数料見直し方針」改訂の骨子
１．見直しの趣旨
公共サービス提供における公平性確保と受益者負担原則の徹底のため平成24年度
に制定した「使用料・手数料見直し基本方針」について、今般、消費税率の引き上げや物価上昇による施設管理運営経費の変動に的確に対応するため、指定管理施設も含めて、適正かつ迅速に使用料等の見直しを実施することとします。

また、個別公共施設管理運営の独立採算体制の強化のため、現行の減免規定の抜本的な見直しを実施することとします。
２．見直しの概要
①指定管理施設の使用料見直し

指定管理施設に関する使用料は、指定期間中は改定しないこととしていましたが、消費税率引き上げや物価上昇等に適正に対応するため、指定期間中であっても見直すこととします。
②減免規定の見直し
　減免についてはあくまで特例的な措置であることから、適用基準を個人的要件に限ることとし、団体要件※1、利用目的※2による減免措置は原則行わないこととします。

【注釈】
・個人的要件は、真に配慮すべき生活困窮の支援等福祉の観点に限定します。

・公共的団体等（真庭市を含む公的、公共的団体）が、公益目的で使用する場合の料金
の減免についても、施設管理運営の独立性（独立採算性）及び適正な負担の観点から
原則廃止します。
・各団体の事業実施に係る費用対効果・コスト意識の醸成のためにも、行政（真庭市）
も含めた施設使用料の減免は原則廃止します。
・体育協会、文化協会、老人クラブ等の公的団体に対しては、既に活動支援を別途補助
　金等で行っていることから原則廃止します。

③その他
・施設の設置目的や活用実態にも合致しており、定期利用による利用率の向上や施設の清掃、イベント協力、チケット販売など市・指定管理者の双方にメリットのある団体等を対象とした減免を別途検討することは可能とします。
※1団体要件：国、地方公共団体、公益法人、公共的団体、市（市議会、行政委員会、条例設置の委員会、審議会等含む）が主催・共催・後援、市内保育園・幼稚園・小中学校・高等学校、社会教育関係団体等

※2利用目的：公益目的、保育・教育活動、社会教育等

